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答申第９号 

答 申 

 

１ 審査会の結論 

平成２１年２月２０日付けで異議申立人が津市（以下「実施機関」という。）に対

して行った「貴市が課税資料とされている現況地番図に航空写真を重ねた図面」（以

下「本件対象文書」という。）に係る公文書開示請求につき、実施機関が平成２１年

２月２７日付けで行った公文書不開示決定（以下「本件決定」という。）は、妥当で

はなく、公文書として特定の上、開示若しくは不開示の決定をすべきである。 

２ 異議申立ての趣旨 

  平成２１年２月２０日付けで異議申立人が、津市情報公開条例（以下「条例」とい

う。）に基づき行った本件対象文書に係る公文書開示請求に対し、本件決定の取消し

を求め、全面開示を求めるというにある。 

３ 異議申立ての理由 

異議申立ての主たる理由は、おおむね次のとおりである。 

⑴ 本件対象文書は、異議申立人が市町村合併以前の久居市役所において、税務担当

課で固定資産税の説明を受けた際に確認しており、「作成していないので存在しな

い。」という実施機関の説明は事実と相違する。 

⑵ 「加工された資料は情報公開の対象とならない。」と実施機関から説明を受けた

が、その根拠について明確な回答を得ていない。 

４ 実施機関の不開示理由説明 

 ⑴ 地番現況図と航空写真を重ね合わせた図面は、作成していないので存在しない。 

 ⑵ 地番現況図は図面として印刷したものが存在するが、航空写真は賦課業務を行う

上でデータとして、使用しているものであり、地番現況図と航空写真を重ね合わせ

て印刷したものは存在しない。 

５ 不開示理由説明書に対する異議申立人の意見の概要 

 ⑴ 「不開示理由等説明書」に記載の「本件の経緯」には、異議申立人が提出した補

正書に関する記載がなく、不十分である。 

 ⑵ 実施機関の「不開示理由等説明書」に記載の不開示とした理由が、公文書不開示

決定通知書の開示しない理由と異なる。 

６ 審査会の判断 

 ⑴ 本件対象文書について 

   本件対象文書は地籍地番図（「地番現況図」、「現況地番図」と同じものである。

以下同じ。）と航空写真を重ね合わせた図面であるが、それぞれ次のような性格の

ものである。 

   まず、地籍地番図については、法務局に備え付けられている公図とは異なり、課
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税のための資料として津市が作成しているものである。 

   次に、航空写真については、平成１８年に三重県と県内市町の共同事業で作成さ

れ、三重県自治会館組合が保有するデータを津市は使用している。 

   地籍地番図及び航空写真は、いずれも電子データとして保有している。 

 ⑵ 条例第２条第１項の該当性について 

  ア 条例第２条第１項では、「この条例において「公文書」とは、実施機関の職員

が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用

いるものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。」と規定している。 

  イ 実施機関は、本件対象文書は作成していないので存在しない、としている。 

  ウ 当審査会で、本件対象文書の本条項の該当性について検討するため、実施機関

から聴取を行ったところ、次のとおり説明があった。 

    津市における固定資産税の賦課業務においては、固定資産税業務システム及び 

固定資産ＧＩＳシステムを導入しており、資産税課の職員は日常的に使用して 

いる。 

    そのうち、固定資産ＧＩＳシステムは、地籍地番図、航空写真、都市計画図等 

のデータを管理し、調査及び評価等に使用しており、地籍地番図と航空写真を重 

ね合わせる機能（レイア機能）を備えている。 

    当該機能を使用すると、地籍地番図と航空写真を重ね合わせることは容易に短 

時間で行うことができる。 

  エ 前記の実施機関の説明も踏まえて、当審査会としては次のとおり判断した。 

    固定資産ＧＩＳシステムには、地籍地番図と航空写真を重ね合わせる機能が付

いており、当該システムは、これらの図面を重ね合わせることを予定して作られ

ている。 

    そして実際にも、実施機関の職員は、当該システムを使って日常的に２つの図

面を重ね合わせる作業を行い、その重ね合わせた図面を賦課のための資料として

利用している。 

    このような状況を考慮すると、固定資産ＧＩＳシステムにおいて作成すること

ができる本件対象文書は、固定資産税の賦課業務に関する限り、実施機関の職員

が職務上作成した電磁的記録であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるも

のとして、当該実施機関が保有しているものと判断することが相当である。 

  オ したがって、当審査会としては、本件対象文書は、本条項に規定する公文書に

該当するものと考える。 

    なお付言するに、平成１７年に異議申立人が、固定資産税の更正に係る説明を

受けた際に提示されたと主張している地籍地番図と航空写真を重ね合わせた図

面について、実施機関は、当時、作成した可能性があるが、作成したとしてもす
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でに廃棄している、と説明している。そこで、当審査会の事務局職員を通じ、実

施機関に対し当時の簿冊の確認をあらためて求めたが、当該図面の存在はやはり

確認できないとのことであった。 

よって、「１ 審査会の結論」のとおり答申する。 

７ 審査の処理経過 

本諮問案件に係る審査の処理経過は、次のとおりである。 

 

年  月  日 処 理 内 容 

平成２１年 ５月２６日 諮問書の受付 

平成２１年 ７月２４日 諮問案件の審議並びに異議申立人及び実施機関からの

口頭意見陳述 

平成２１年 ９月 ２日 諮問案件の審議及び実施機関への聴取 

平成２１年１０月 ７日 答申 
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